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財政健全化に関する
ਔৄ交換会
皆さんの声をお聞かせください
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１ 財政運営上の課題と対策

課題
１ 人口減少と少子高齢化の進展
２ 今後も収支ਂ拒がৄ込まれる財政状況
３ 施設ഠᄺ化に伴う維持ಌৗ費用の増大

3

対策
財政健全化推進計画

公共施設配置適正化計画
（基本計画・実ষ計画ق

２ 財政健全化推進計画
(素案)の概要

(計画期間:平成26ফ২ع平成35ফ২)
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2-1 計画策定の背景

5

2 財政健全化推進計画(素案)の概要

(1) 明石市財政を取り巻く状況

H2 H22 H37 H52
14歳ع0 64歳ع15 65歳以上

約24万人

6

出典:平成22ফ২峨峑峙務統計局「国勢調査」
平成27ফ২ਰఋ峙国য়社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25ফگা推計)」

約27万5千人約24万人
約29万人
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(1) 明石市財政を取り巻く状況
社会情勢

高齢化の進展 働く世代の減少

市財政への影響

福祉関係経費の増加 市税などの収入の減少

対策

人口を減らさない おসのઞい方のৄઉし
7
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(2) 市の財政状況

億円

高齢者、障害者、
子ども・子育て等支援、生活保護

সの拮ੋ
施設、道挢等の拪備
他会計等への出স

その他

性質別歳出額の推移(普通会計・一般財源ベース)
（一般財源:市岶ঽ峕ઞ岮峼ৠ峫峵岽峒岶峑岷峵岴সك

83億円

→増加

→抑制

8

人件費

12億円

28億円 79億円

① 財政状況の推移
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(2) 市の財政状況

投資的経費の抑制、福祉関係経費の増加 等

基স拑高の減少 H7 174億円 → H25 74億円
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174億円

74億円

億円
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① 財政状況の推移

(2) 市の財政状況

収入面で掿かではなくฅসも少ないが、সも少ない
10

② 他の地方公共団体との比較

指標名 明石市
県下29市の比較 特捁市40市の比較

29市
平均値

明石市の順位
(拖捆な順)

40市
平均値

明石市の順位
(拖捆な順)

市税収入 133 157 17位 146 30位
義務的経費 184 216 13位 170 28位
うち扶助費 84 90 27位 77 29位
うち公債費 39 57 6位 35 28位
うち人件費 60 69 7位 58 22位

੦স現在高 22 38 28位 23 20位
地方債現在高 343 518 9位 314 25位
ৰସ公債費ૻ૨ 7.2% 12.6％ 1位 8.3% 15位

※ৰସ公債費ૻ૨ਰਗ峙市ড়ڭ人岬峉峴のসપのૻຎ岞位峙円
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(3) これまでの取り組み
① 人件費の削減

ア) 正規職員の削減 H14 2,531人→H26 1,955人
イ) 職員給与の適正化

11

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
給与等 共済費

0

200

250
億円 総人件費の推移

242億円

202億円

(3) これまでの取り組み
② 事務事業のৄઉし、歳入の確保等

ア) ড়間のৡの拗入
市崸崡ଡ଼のড়ඒ、ড়・ଵ৶২

イ) 事務事業のৄઉし
ウ) 施設のৄઉし

魚住清掃工場の廃止
エ) ਗႼ団体等のৄઉし

土地開発公社の解散
市ড়୰の地方ஆয়ষ১人峢のষ

オ) 歳入の確保
収সৌੁਘ৲、市有地の売却、ਗ਼ৡの売却、
広告収入のન保、ரમস改

12
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• 市の公共施設 約300施設
延べ面積 約83万㎡
(甲子園球場21個分)

• 学校と市営ક挭で約6割
• 1980ফ代までに૦ണされた

ものが約２/3

(4) 公共施設のಌৗへの対応

現在の状況 学校
45%

市営ક挭
18%

下水・ごみ
૪৶施設

9%

市役所
庁舎など

6%

その他
23%

約６割

1969以前
8%

1970ফ代
37%

1980ফ代
23%

1990ফ代
22%

2000以ఋ
10%

約2/3
13

(4) 公共施設のಌৗへの対応
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大規模改修 建替え

今後40ফ間のಌৗ費用の
現在ある施設を全て維持しようとすると

H17~H21のಌৗ費用の
１ফあたりの平均 約34億円

1ফあたりの平均 約82.5億円

現状の投資額では
約1,940億円(1ফあたり48.5億円)ਂ拒

総額 約3,300億円
億円

14
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(5) 今後の収支ৄ込み
歳入→大きな伸びは期待できない
歳出→福祉関係経費の増加、明石駅前再開発、

中学校給食実施経費、土地開発公社の廃止に伴う経費 等
人件費の削減以ਗの対策を取らなかった場合の収支ৄ込み
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H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

歳入
歳出

億円

▲５億円

15

▲11億円
▲13億円

▲9億円

▲18億円
▲18億円

▲12億円
▲9億円

▲10億円
▲10億円

10ফ間で115億円のྸ積収支ਂ拒ৄ込み額

-40
-20
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80

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

(5) 今後の収支ৄ込み

このままでは
H32には基স拑高がなくなる

施設配置適正化を進めなければ
さらなる収支ਂ拒

収支ਂ拒を基সで拙おうとすると
億円

74億円

16

63億円
50億円

41億円
23億円

5億円

▲7億円
▲16億円

▲26億円
▲36億円
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2-2 計画の基本方針と目標

17

2 財政健全化推進計画(素案)の概要

(1) 計画のねらい

市
民
福
祉
の
向
上

18
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(2) 計画の基本方針

19

① 子どもの健やかな育ちで、みんなの元気を生み出す

② 自主財源の確保を徹底する

③ 支援が必要な人に対する支援に重点を置く

④ 選択と集中、スクラップ･アンド・ビルドを徹底する

⑤ 必要性や効果を確かめる

⑥ みんなで話し合って進める

(3) 計画の目標

20

目標1 10ফ間での収支均ཀྵ

今後10ফ間でのྸ積収支ਂ拒ৄ込み額
115億円の解消を目指します

目標2 10ফ後の基স拑高70億円を確保

平成35ফ২末時点で基স拑高70億円確保を目指します
また大きな災害に備えて計画期間途中でも40億円を

割り込むことはないようにします
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2-3 取り組み項目

21

2 財政健全化推進計画(素案)の概要

2-3 取り組み項目
(1)市役所内部の

取り組み

(2)事務事業のৄઉし

(3)公有財産の
有効活用

(4)受益者負担の適正化

② 事務経費の削減

③ 人件費の削減

① 歳入の確保

① 未活用地の積極的活用

② 施設配置の適正化

54হをৄઉखH26予算で
約8,000万円の効果 など

基ຊৱમधखथஜછをਛ
基本計画を策定中

22
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2-3 取り組み項目
主な個別目標

(1)③人件費の削減
正規職員1800名体制 ফ間人件費20億円削減

23

(1)①歳入の確保
市税等の主なઝਥඉ収૨(現ফ২分)99%以上

(2)事務事業のৄઉし
10ফ間ྸ積で事業費を13億円削減

(3)②施設配置の適正化
40ফ間ྸ積で施設総挪を30％削減

(5) 取組効果額のৄ込み

24

取り組み項目 ྸ積効果ৄ込み額
(1)市役所
内部の取り
組み

①歳入の確保 15億円
②事務経費の削減 13億円
③人件費の削減 130億円

(2)事務事業のৄઉし 13億円
(3)公有財産
の有効活用

①未活用地の積極的活用 11億円
②施設配置の適正化 55億円

(4)受益者負担の適正化 12億円
合計 249億円

うち今後の収支ৄ込みに掼り込んでいない
効果額(A) ((1)③人件費の削減を除く)

119億円

計画期間中のྸ積収支ਂ拒ৄ込み額(B) 115億円
取組後の収支差引額(A-B) 4億円
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2-4 取り組みの進め方

25

2 財政健全化推進計画(素案)の概要

2-4 取り組みの進め方

◆市ড়とのਔৄઐ換会

市の財政について
みんなで考えていきます
今後も継続的に開催します

◆市と市議会との協議
財政健全化推進協議会
市と市議会が
協ৡして取り組みます

(H25ع)

◆財政健全化
推進市ড়会議

市ড়の代表と継続的に
議していきます(H26ع)

◆計画のフォローアップ

実施状況を検証して
取り組みを改善

必要に応じて計画のৄઉし
26
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3 公共施設配置適正化基本計画
(素案)の概要

(計画期間:平成27ফ২ع平成36ফ২)

27

3-1 基本計画の策定について

28

3 公共施設配置適正化基本計画(素案)の概要
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(1) 計画の対象

29

公有財産 普通財産

ষ政財産 公共用財産

公用財産

ষ政財産以ਗ

市が保有する
産・ਂ産

ষ政目的で
用いる財産

学校、道挢
橋りょう等
庁舎、
消防署等

公共施設

施設(ハコモノ） インフラ
庁舎、学校、市営ક挭、

文化施設等
道挢、橋りょう、

上下水道等

(2) 取り組みのれ

30

時期 内容

H26 公共施設配置適正化基本計画の策定

H27عH28 公共施設配置適正化手法の検討
公共施設配置適正化実ষ計画の策定

H29ع 計画に基づき個別施設のৄઉしに挄手

※すでに、あり方について検討が進んでいる施設は、
ষして公共施設配置適正化に取り組みます

基本計画：全体方針、目標、施設種別ごとの方向性 等
実ষ計画：施設の適正化手法、ス崙崠嵍ール 等
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3-2 施設配置適正化に
取り組む背景

31

3 公共施設配置適正化基本計画(素案)の概要

3-2 施設配置適正化に取り組む背景

(1) 人口減少と少子高齢化の進展

(2) 今後も収支ਂ拒がৄ込まれる財政状況

32

(3) 保有する公共施設の挪

(4) 公共施設のഠᄺ化

(5) 公共施設にかかるコストの増大
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(3) 保有する公共施設の挪

33

種類 保有挪等
施設(ハコモノ) 約300施設 83万㎡

①学校教育系施設 37万㎡(45%)
②市営ક挭 14万㎡(18%)

インフラ 道挢 市道延শ600km 面積 427万㎡
橋りょう 186橋 面積 2万3千㎡
上水道 拻延শ886km
下水道 拻延শ973km

(3) 保有する公共施設の挪

34

比較対象 延べ面積 人口 1人あた
り面積

明石市 83万㎡ 29万4千人 2.83㎡

人口2040ع万人の
市・特別区(38)平均 70万㎡ 28万3千人 2.48㎡

特捁市(20)平均 65万㎡ 28万人 2.33㎡

他の方公共団体との比較 施設(ハコモノ)

・平成の大合併により合併した市は、同種の施設を複数所有しており、
市ড়1人あたりの面積が多くなる傾向があるため、比較対象から除いています。

・出典:東洋大学PPP研究センター公表「全国自治体公共施設延床面積データ」
延面積、人口は平成22ফ3月末時点
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(5) 公共施設にかかるコストの増大

3535

今後40ফ間の今後40ফ間の
ಌৗ費用

施設(ハコモノ) 全体(インフラ含む)

3,300億円
1ফあたり82.5億円

7,000億円
1ফあたり176.7億円

H17~Ｈ21のH17~Ｈ21の
ಌৗ費用 1ফあたり34億円 1ফあたり130.3億円

ਂ拒額 1,940億円
1ফあたり48.5億円

1,856億円
1ফあたり46.4億円

現ষのಌৗ費用では、施設のಌৗ費用が大幅にਂ拒
今後 80ফ代に૦設した施設の૦౹時期をಶえるع1970

3-3 公共施設を取り巻く課題

36

3 公共施設配置適正化基本計画(素案)の概要
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3-3 公共施設を取り巻く課題

37

(1) 増加する施設ಌৗ費用への対応

(2) ഠᄺ化していく施設への対応

(3) ৗたな市ড়崳ー崢への対応

(4) インフラへの対応

3-4 公共施設配置適正化の
基本方針

38

3 公共施設配置適正化基本計画(素案)の概要
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(1) 6つの基本原則

39

① 施設総挪をೠ減する

② 機能重視へ転換する

③ 施設ಌৗにર順位をつける

④ 公ড়連携(市とড়間の連携)を積極的に推進する

⑤ 施設廃止による収入はಌৗ費用にౄてる

⑥ インフラはশํ挻化等によるӛҶӐҿҶҼӝҾӁӈのೠ減で対応

(2) 数値目標

40

数値目標 20ফで施設総挪15％減
40ফで施設総挪30％減

現ষの施設ಌৗ費用(1ফあたり34億円)の水準では全体(1
ফあたり82.5億円必要)の4割の施設しかಌৗできない

・捄水費等の維持拻৶経費の削減分
・施設で実施される事業にかかる事業費や人件費の削減分
・土地の売却収入
・公ড়連携によるড়間資স

施設総挪を1％(8,300㎡)削減
→ফ間約1億6千万円の財源をᐫ出
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3-5 公共施設配置適正化の
取組手法

41

3 公共施設配置適正化基本計画(素案)の概要

3-5 適正化の取組手法
取組手法1 施設の有効活用
(1) ষ政崝ービスのৄઉし
(2) 余剰スペースの洗い出し
(3) 施設の廃止・転用・複合化・集約化
(4) 施設の広域化

42

取組手法2 計画的な改ఊによる施設のশํ挻化
(1) 防保全によるশํ挻化と全性の確保
(2) 財政負担の平準化

取組手法3 効૨的な拻৶運営
(1) 施設拻৶の効૨化
(2) 受益者負担の適正化
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1(3) 廃止・転用・複合化・集約化
施設の複合化：複数の機能を1つの施設に

43

1(3) 廃止・転用・複合化・集約化
施設の集約化：同じ機能を1つの施設に

44
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3-6 施設種別ごとの方向性

45

3 公共施設配置適正化基本計画(素案)の概要

3-6 施設種別ごとの方向性

共通の方向性
ষ政施設のあり方を検討した上で、基本方針にかかげる原則に基
づき、公共施設配置適正化に向けた取組手法を検討する。

46

個別の方向性
【本庁舎】
市ড়センターをはじめとする他の施設と機能分担、連携を図る中
で、ಌৗのあり方を検討する。
【市ড়センター・崝ービスコー崲ー】
地域支援やษ口機能といった市ড়崝ービスを実施するにあたり、
地域バランスや歴史的な経緯にも配慮しながら、複合化、集約
化も含めて検討する。

捁) ①ষ政施設



財政健全化の取り組みについて

24

資મ１

4 おわりに

課題
１ 人口減少と少子高齢化の進展
２ 今後も収支ਂ拒がৄ込まれる財政状況
３ 施設ഠᄺ化に伴う維持ಌৗ費用の増大
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対策
財政健全化推進計画
公共施設配置適正化計画
（基本計画・実ষ計画ق

進め方 みんなで話し合って進める


